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（別 紙）答申第１５２号 答 申第１ 審査会の結論第１ 審査会の結論第１ 審査会の結論第１ 審査会の結論実施機関の決定は妥当である。第２ 諮問事案の概要第２ 諮問事案の概要第２ 諮問事案の概要第２ 諮問事案の概要１ 行政文書の開示請求１ 行政文書の開示請求１ 行政文書の開示請求１ 行政文書の開示請求審査請求人は、平成２４年４月９日、奈良県情報公開条例（平成１３年３月奈良県条例第３８号。以下｢条例｣という。）第６条第１項の規定に基づき、奈良県警察本部長（以下「実施機関」という。）に対し、「○○市が指定管理申請書等に係る欠格事由該当に関する調査について（照会）市民に公表を禁止した理由について（警察の指示） 施設名 ○○○○ 法人名 ○○○○ 所在地 ○○○○ 代表者 ○○○○」の開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。２ 実施機関の決定２ 実施機関の決定２ 実施機関の決定２ 実施機関の決定平成２４年４月１７日、実施機関は、本件開示請求に係る文書（以下「本件行政文書」という。）を開示しない旨の行政文書不開示決定（以下「本件決定」という。）を行い、次の開示しない理由を付して、審査請求人に通知した。開示しない理由条例第１０条に該当本件開示請求は、特定の法人又は特定の事項を名指ししたものであり、開示請求された行政文書の存否を明らかにすれば、暴力団排除に関する情報提供事務に支障を及ぼすおそれがあるほか、暴力団排除という公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあることから、条例第７条第４号及び第６号に規定されている「不開示情報」を開示することとなるため３ 審査請求３ 審査請求３ 審査請求３ 審査請求審査請求人は、平成２４年４月２４日、本件決定を不服として、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第５条の規定に基づき、実施機関の上級行政庁である奈良県公安委員会（以下「諮問実施機関」という。）に対し、本件決定の取消しを求める審査請求を行った。４ 諮 問４ 諮 問４ 諮 問４ 諮 問平成２４年５月１０日、諮問実施機関は、条例第１９条の規定に基づき、奈良県情報公開審査会（以下「当審査会」という。）に対して、当該審査請求に係る諮問を行った。第３ 審査請求人の主張要旨第３ 審査請求人の主張要旨第３ 審査請求人の主張要旨第３ 審査請求人の主張要旨１ 審査請求の趣旨１ 審査請求の趣旨１ 審査請求の趣旨１ 審査請求の趣旨
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原処分（不開示決定）を取消し行政文書の開示を求める。２ 審査請求の理由２ 審査請求の理由２ 審査請求の理由２ 審査請求の理由審査請求人が、審査請求書等において主張している審査請求の理由は、おおむね次のとおりである。（１）奈良県暴力団排除条例による公表の責務（不開示は保護）（２）市議会において公表した市長は、市民に欠格事由に該当しない確証義務があること。（３）市長が発出した○○○○への照会文書では対等な関係とは思料できない「へりくだった」表現と、回答は暴力団との関係を否定できない文書であること。（４）照会をしない理由は、警察沙汰にすることで○○○○との信頼関係がそこなわれるので、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○市長の資質が問われること。（５）○○○○に当たり多くの暴力団関係者が関与した事実○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○第４ 諮問実施機関の説明要旨第４ 諮問実施機関の説明要旨第４ 諮問実施機関の説明要旨第４ 諮問実施機関の説明要旨諮問実施機関が、理由説明書等において説明している本件決定の理由は、おおむね次のとおりである。１ 事務又は事業に関する情報について１ 事務又は事業に関する情報について１ 事務又は事業に関する情報について１ 事務又は事業に関する情報について条例は原則開示との考え方に立っているが、一方で個人、法人等の権利利益や、公共の安全、公共の利益等も適切に保護すべき必要があり、合理的な理由がある情報については不開示情報として開示の必要がないとしている。条例第７条第６号は、事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものについて不開示とすることを定めている。警察が行う暴力団排除等のための情報提供は、相手方と提供に関する合意書などの申合せを締結し、行政機関、地方公共団体、その他暴力団排除を目的として組織された事業者団体などに反復して提供されている。しかし、各行政機関は、その取り扱う事業に係る全ての事業者について暴力団情報の照会を行っているわけではなく、それぞれの機関が定める内規等に基づいてそれぞれの機関がその必要性を判断し行っているものと考えられる。また、当該情報については警察が自主的に情報提供をしているものではなく、情報提供の依頼を受けた場合に、その必要不可欠性や非代替性について検討をした上で提供しているものであることから、ある特定の事業者に関する情報を開示すると、情報提供を求める行政機関の必要性の判断や警察の情報提供の検討、判断等が判明することとなり、今後、同種の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。２ 公共の安全等に関する情報について２ 公共の安全等に関する情報について２ 公共の安全等に関する情報について２ 公共の安全等に関する情報について条例第７条第４号の規定による「犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると実施機関が認める
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ことにつき相当の理由がある情報」とは、その性質上、開示・不開示の判断に犯罪等に関する将来予測としての専門的・技術的判断を要することなどの特殊性が認められることから、実施機関の一次判断が尊重されるべき不開示情報である。警察の責務は、警察法（昭和２９年法律第１６２号）第２条第１項で、「個人の生命、身体及び財産の保護に任じ、犯罪の予防、鎮圧及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締その他公共の安全と秩序の維持に当ること」と規定しており、警察が、犯罪を行い、企て、あるいはそのおそれのある個人又は団体に対し、必要な情報収集活動を行うことは、その責務を果たすために必要な活動である。平穏な県民生活に多大な不安と脅威を与えている暴力団の壊滅及び暴力団員等による違法又は不当な行為の根絶を図るためには、あらゆる暴力団に関する情報を収集し、資料化することにより、その実態の解明や動向等を把握することが必要不可欠であり、警察が取り組む暴力団対策の基本となる重要なものである。しかし、暴力団あるいは暴力団員の活動実態などの情報は、日々刻々と変動するものであり、警察が全ての暴力団に関する情報を完全に把握できているとは限らず、これらの情報が開示されれば警察が暴力団等に関する情報をどの程度把握しているかが判明し、警察の情報収集能力が判明することとなり、その結果、暴力団等により活動実態を隠蔽されるなど、これらが関与する犯罪の予防、鎮圧又は捜査に支障を及ぼすおそれがある。３ 開示請求権の一般的性格について３ 開示請求権の一般的性格について３ 開示請求権の一般的性格について３ 開示請求権の一般的性格について条例第５条に定める開示請求権制度は、何人に対しても等しく開示請求権を認めるものであり、開示請求者に対し、開示請求の理由や利用目的等の個別的事情を問わないものである。よって、開示請求者が誰であるか、又は開示請求者が開示請求に係る行政文書に記録されている情報やその作成者等と利害関係を有しているかなどの個別的事情は、当該行政文書の開示、不開示の判断に影響を及ぼすものではない。本件開示請求は条例に基づく行政文書の開示請求であり、審査請求人は、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○市が不開示の決定を行ったのは、警察からの指示があったからとして本件開示請求を行ったものであるが、○○○○○○○審査請求人がどのような理由を承知していたとしても当該行政文書の開示、不開示に影響を及ぼすものではない。４ 条例第１０条該当性について４ 条例第１０条該当性について４ 条例第１０条該当性について４ 条例第１０条該当性について条例第１０条は、開示請求された行政文書の存否について回答すれば、不開示情報を開示することとなる場合には、開示請求を拒否することができることを定めたものである。本件開示請求は、特定の法人及び特定の事項を名指ししたものであり開示請求された行政文書の存否を明らかにすれば、今後の暴力団排除に関する情報提供事務に支障を及ぼすおそれがあり、条例第７条第６号に定める不開示情報を開示したのと同じ結果を招くこととなる。また、本件行政文書の存否が明らかとなると、警察が暴力団等に関する情報をどの程度把握しているかが判明し、警察の情報収集能力が判明する。その結果、暴力団等により活動実態を隠蔽されるなど、これらが関与する犯罪の予防、鎮圧又は捜査に支障を及ぼすおそれがあり、条例第７条第４号に定める不開示情報を開示したのと同じ結果を招くことになることから、条例第１０条により本件処分を行ったものである。
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５ 判断５ 判断５ 判断５ 判断以上のことから、実施機関が行った本件処分は妥当なものであり、審査庁である公安委員会としては、本件決定について原処分維持が適当と考える。第５ 審査会の判断理由第５ 審査会の判断理由第５ 審査会の判断理由第５ 審査会の判断理由当審査会は、本件事案について審査した結果、次のとおり判断する。１ 基本的な考え方１ 基本的な考え方１ 基本的な考え方１ 基本的な考え方条例は、その第１条にあるように、県政に対する県民の理解と信頼を深め、県民の県政への参加を促進し、もって県民の知る権利への理解を深めつつ、県の有するその諸活動を県民に説明する責務が全うされるようにするとともに、公正で開かれた県民本位の県政を一層推進することを目的として制定されたものであり、その解釈・運用に当たっては、県民の行政文書開示請求権を十分尊重する見地から行わなければならない。しかし、この行政文書開示請求権も絶対的で無制限な権利ではなく、個人、法人等の権利利益や、公共の安全、公共の利益等も適切に保護すべき必要があり、開示しないことに合理的な理由がある情報を不開示情報として、条例第７条に規定している。これらの条例上不開示とされている情報については、条文の趣旨に沿って客観的に判断する必要がある。したがって、当審査会は、原則開示の理念に照らし、本件行政文書が、不開示情報を規定する条例第７条各号に該当するかどうかを、その文理及び趣旨に従って判断するとともに、本件事案の内容に即し、個別、具体的に判断することとする。２ 本件行政文書の性質について２ 本件行政文書の性質について２ 本件行政文書の性質について２ 本件行政文書の性質について奈良県○○警察署長（以下「○○警察署長」という。）と○○市長の間では、「○○○○○○○○○○○○○暴力団排除に関する合意書」（以下「本件合意書」という。）が締結され、○○市が行う事務事業から暴力団を排除するため、特定の者が暴力団と関わりがあるかどうかについて、○○市長は○○警察署長に対し照会することができ、照会が行われた場合、○○警察署長は、該当性の結果を○○市長に回答することとされている。本件開示請求は、○○市が指定管理者として指定している特定の者について、本件合意書に基づき○○市長が○○警察署長に対して照会した場合の照会文書及び当該照会に対する回答文書を対象とするものである。したがって、本件行政文書の存否を答えることは、特定の者について、実施機関が○○市から照会を受けたという事実及び実施機関が当該照会に対して回答したという事実の有無（以下「本件存否情報」という。）を明らかにする結果を生じさせるものと認められる。３ 存否応答拒否について３ 存否応答拒否について３ 存否応答拒否について３ 存否応答拒否について条例第１０条は、「開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が存在しているか否かを答えるだけで、不開示情報を開示することとなるときは、実施機関は、当該行政文書の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否することができる。」と規定している。
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開示請求に対しては、当該開示請求に係る行政文書の存否を明らかにした上で、存在している場合は開示又は不開示の決定をし、存在しない場合は存在しない旨の決定をすることが原則である。しかし、本件開示請求のように、特定の者の名を挙げて、当該特定の者に関する情報が記録された行政文書の開示請求があった場合には、行政文書に記録されている当該情報は存在するが、不開示情報に該当するとして不開示決定をしたり、当該情報を記録した行政文書が存在しないとして不開示決定をすれば、当該情報の存否が明らかになってしまうが、これにより不開示情報を開示することとなってしまう場合がある。そこで、条例第１０条は、その例外として、行政文書が存在するしないにかかわらず、開示請求された行政文書の存否について回答すれば、不開示情報を開示することとなる場合には、開示請求を拒否することができることを定めたものである。したがって、この規定を適用するに当たっては、行政文書の存否を明らかにすれば、どのような内容の不開示情報を開示することとなるのかを具体的に明らかにする必要がある。４ 本件行政文書の条例第１０条該当性について４ 本件行政文書の条例第１０条該当性について４ 本件行政文書の条例第１０条該当性について４ 本件行政文書の条例第１０条該当性について諮問実施機関は、本件行政文書の存否を答えるだけで、条例第７条第４号及び第６号に規定する不開示情報を開示することになるため、条例第１０条の規定により不開示とした本件決定は妥当である旨主張しているので、以下検討する。条例第７条第４号は、「公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報」については、不開示とすることを定めている。暴力団に関する情報は、実施機関にとっては機密性の高い情報であると認められ、情報の内容はもとより、情報を保有しているという事実あるいは保有していないという事実についても機密性の高い情報であると認められる。したがって、特定の者の名を挙げて、その者が暴力団と関わりがあるかどうかについての照会文書、当該照会に対する回答文書の開示を求める開示請求に対して、文書の存否を明らかにして開示決定等を行った場合、実施機関が特定の暴力団に関する情報を保有しているという事実あるいは保有していないという事実が明らかになるおそれがあり、実施機関における暴力団対策に支障を及ぼすことは想定されるところである。ところで、行政機関等が合意書等に基づいて、警察に対し、特定の者が暴力団と関わりがあるかどうかについて照会する場合には、照会するかどうかが行政機関等の自主的な判断に委ねられている場合と、照会することが義務付けられている場合とがあり、後者の場合、照会文書及び当該照会に対する回答文書が存在することが制度上自ずと明らかになることがある。しかし、そのような状況は、照会を受ける側である警察においても容易に想定できることであり、その上で、より大きな公益目的を達成するために合意書等が締結されているのであるから、照会文書及び当該照会に対する回答文書の存否が公になることにより、暴力団が関与する犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすとは認められないこともあり得る。そこで、本件事案について当審査会が確認したところ、本件合意書においては、○○市長は○○警察署長に対し照会することができると規定されており、照会するかどうかは○○市長の判断に委ねられているが、平成○○年○○月○○日に○○市暴力団排除条例施行規則（平成○○年○○月○○市規則第○○号）が施行され、指定管理者
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の公募等を行う場合は○○警察署長に照会しなければならないものとされた。ところで、平成○○年○○月○○日に○○○○の指定管理者として○○○○を指定する旨の議案が市議会で可決され、同年○○月○○日付けで、○○○○の指定管理者として○○○○を指定した旨の告示が行われたが、本件開示請求が行われたのは平成２４年４月９日であった。すなわち、指定管理者の指定の時点においては○○警察署長に対し照会するかどうかは○○市長の判断に委ねられていたが、本件開示請求の時点においては照会しなければならないものとされていた。このような状況においては、照会及び回答が行われたかどうかは客観的に明らかであるとは認められず、照会及び回答の有無が公になることを実施機関において必ずしも想定し得るものではないと考えられる。したがって、本件存否情報は、公になることにより、暴力団が関与する犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすと実施機関が認めることにつき相当の理由があると認められることから、条例第７条第４号に該当する。なお、本件事案に係る指定管理者について○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○このような事態は実施機関において制度上想定し得るものではなく、上記の判断を左右するものではない。また、諮問実施機関は、本件存否情報が条例第７条第６号にも該当するとしているが、上記のとおり、同条第４号に該当すると認められるので、同条第６号について判断するまでもない。以上のことから、本件行政文書の存否を答えるだけで、条例第７条第４号に規定する不開示情報を開示することとなるため、条例第１０条の規定により、当該行政文書の存否を明らかにしないで、本件開示請求を拒否することもやむを得ないものと認められる。５ 審査請求人の主張について５ 審査請求人の主張について５ 審査請求人の主張について５ 審査請求人の主張について審査請求人は、審査請求書等において、その他種々主張するが、いずれも当審査会の判断を左右するものでない。６ 結 論６ 結 論６ 結 論６ 結 論以上の事実及び理由により、当審査会は「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。第６ 審査会の審査経過第６ 審査会の審査経過第６ 審査会の審査経過第６ 審査会の審査経過当審査会の審査経過は、別紙のとおりである。
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（別 紙） 審 査 会 の 審 査 経 過年 月 日 審 査 経 過平成２４年 ５月１０日 ・ 諮問実施機関から諮問を受けた。平成２４年 ６月１４日 ・ 諮問実施機関から理由説明書の提出を受けた。平成２５年 ２月２１日 ・ 審査請求人から意見等を聴取した。（第１６１回審査会） ・ 諮問実施機関から不開示理由等を聴取した。・ 事案の審議を行った。平成２５年 ３月１４日 ・ 事案の審議を行った。（第１６２回審査会）平成２５年 ５月１６日 ・ 事案の審議を行った。（第１６３回審査会）平成２５年 ６月２５日 ・ 事案の審議を行った。（第１６４回審査会）平成２５年 ７月２３日 ・ 答申案のとりまとめを行った。（第１６５回審査会）平成２５年 ８月 ６日 ・ 諮問実施機関に対して答申を行った。
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（参 考） 本 件 答 申 に 関 与 し た 委 員 （五十音順・敬称略）氏 名 役 職 名 備 考石田榮仁郎 近畿大学名誉教授（憲法）、弁護士 会 長 代 理い し だ ひでじろう以呂免義雄 弁護士い ろ め よ し お千原美重子 奈良大学教授（臨床心理学）ち は ら み え こ細見三英子 元産経新聞社記者ほ そ み み え こ南川 諦弘 大阪学院大学教授（行政法）、弁護士 会 長みなみがわ あきひろ


